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除染等業務における年少者の就労禁止措置の徹底について 

 
 

 時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。平素より本会の活動に対し

まして格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、労働基準法第 62 条により満 18 歳未満の年少者については、一定の危

険有害な業務につかせることを禁止しているところですが、昨今、「東日本大震

災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に

係る電離放射線障害防止規則」第 2 条第 7 項に規定する除染等業務に年少者を

従事させていたとして、労働基準法違反の疑いで関係者を逮捕する等の事案が

発生しているところです。 

 こうした事案の再発を防ぐため、関係法令の内容を十分にご理解頂くよう、

厚生労働省より別添の通り、周知徹底の依頼がありました。 

 つきましては、別添の参考 1、参考 2 の内容につきまして、貴会所属会員に対

し周知徹底の程、お願いいたします。 

 
以上 








